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関西地域における元素状炭素粒子の排 出量推計 と大気濃度分布推定
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In this study emission amount of elemental carbon (EC) was estimated for the assessment of human health impacts in

Kansai area. The emission inventory consists of two parts, one is emission from mobile sources and the other is

stationary sources. Mobile sources were divided in that from roads, which is included not only trunk roads but branchy

roads, and that from ships. Emission from stationary sources was reconstructed from the national emission database of

soot and dusts. This emission inventory was developed mainly by the statistics in 2000. In Kansai area including 6

prefectures (Shiga, Kyoto, Osaka, Hyogo, Nara, and Wakayama), annual amount of EC emission was estimated at

6.62•~103 (t). According to the analysis of source contribution, emission intensity in holidays is higher than that in

weekdays. And it was also shown that the emission from roads is occupied 92% in total EC emission, especially trucks

are the major source of EC emission.

Moreover, with this inventory, some transport simulations in Kansai area by MM5 and CMAQ models were also

conducted episodically in four seasons. Meteorological fields by MM5 had good performance in the comparisons with

observed data. In summer simulation by CMAQ, comparably good agreement was shown in the comparison with

time- averaged observed data, however, some underestimated points were found. In other seasons calculated values

showed underestimated in the comparison with observed values, because air mass was mainly coming from main land

of China and Korean peninsula. Therefore, future formation of modeling system, such in the determination of domains

and the height of stationary sources, should be refined and other compounds would be included to be a integrated tool

for the assessment of human health impacts.
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1.　は じめ に

日本の粒子状物質(PM)汚 染は近年改善 され てきているが,

モー タリゼーシ ョンが進んだ都市域を中心に局所的,時 間的に

高濃度の汚染が未だに存在 している.最 近の浮遊粒子状物質

(SPM)に ついての環境基準達成率を比べて見ても,自 動車排 ガ

ス測定局(自 排局)に おける達成率が一般局に比べ小さくなっ

ている1).

PMは 環境に対 して様々な影響を及ぼすが,都 市大気汚染問題

として見た場合,特 にそこに居住す る住民に対する健康影響が

問題視されている.近 年重要視 されているディーゼル車か らの

排出粒子や二次的に生成 された粒子はいわゆる微小粒子 と呼ば

れる直径2μm以 下の割合が大きく,こ の微小粒子は肺の深部ま

で侵入 し沈着す る割合が大きく,発 ガン牲 などを有する有害成

分 も多く含まれている.米 国を中心 とした疫学研究の成果から,

PM2.5の環境濃度 と呼吸器・循環器系疾患による死亡者には有意な

相関があることが示され2),米 国では1997年7月 にPM2.5の環境

基準が定め られた.一 方,わ が国ではSPMの 環境基準のみでPM2.5

の環境基準は定まっていないのが現状である.今 後さらなる健

康被害の拡大を防 ぐためには,PM2.5に ついても環境基準を定め,

早急に対策をとる必要があるが,そ のためにはPM2.5に よる汚染

の実態,お よびPM2.5の 健康への影響を評価しておくことが重要

となる.

ディーゼル車か ら排出され る微小粒子はDEP(Diesel Exhaust

Particles)と 呼ばれ,DEPは 不完全燃焼の結果 としての元素状

炭素(Elemental Carbon;EC)成 分が核をな して,そ の表面

に有機炭素成分である多環芳香族や硫酸塩を吸着 している物質

であ り,こ れが呼吸器官に沈着す ることで,肺 ガンや喘息とい

った健康影響を及ぼすことが問題視 されている.ま たDEPは 比

較的低濃度でも,喘 息やア レルギー性 鼻炎などの疾患を悪化さ

せる作用を持つともいわれてお り2),DEP濃 度 と健康影響の関連

性を評価す ることは大きな意味を持つことになる.

健康影響の評価のためには,ま ず対象 物質の環境濃度が暴露

される人々の空間分布に対応 した分解能で得 られ ることが重要

である.日 本においてはPM2.5濃 度の常時観測地 点は少なく,ま

たそれ らも現在環境基準が設定されているSPMの 測定点である

ために,排 出インベン トリと大気輸送モデル を用いて空間分布

を推定す る必要がある.DEPの ように多様な化学成分で構成され

る物質は,複 雑なプ ロセスで生成,移 動,消 滅す るため環境中

での挙動の理解が困難2)で ある.ま た,従 来はDEPの 表面に吸着

している有機炭素成分(ベ ンゾ(a)ピ レン)な どの発 ガン性物

質の影響が懸念されていたが,現 在はむ しろ核 となっているEC

の方が発ガンに強 く影響を与えているとい う報告もある3).そ こ

で著者らは,大 気中での反応を無視できる不活性なECを 対象 と

して,大 気輸送モデル を用いて空間分布を求めることから健康

影響の評価へ結びつけていくとい うアプローチをとることを考

えた.

このような背景をふまえて本研究では,PMの 健康影響評 価の
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ための基礎データを構築することを目的として,都 市大気中PM

中で多くの割合を占めると考えられるECに 着目し,そ の排出量

推計と大気輸送モデルを用いた濃度分布推定を地域基準メッシ

ュ(3次 メッシュ)の高い空間解像度の元で行った.元 素状炭素

の排出源としては,先述のディーゼル車を中心とする自動車(沿

道)か らの排出に加え,船 舶からの排出,お よび燃焼施設(固定

発生源)からの排出量についても推計を行い,沿 道からの排出量

については,主 要幹線道路に加え細街路からの排出を考慮した.

なお,デ ィーゼル車から排出される元素状の炭素粒子は黒色を

していることから黒色炭素(Black Carbon;BC)と 呼ばれるこ

とも多いが,本 報ではECと いう用語で統一することにする。

2.　ECの 排 出量推計

2.1　 自動車からの排出量推計

自動車からのEC排 出量は,平 成11年 度道路交通センサス4)

の交通量および平成12年 度自動車輸送統計5)を基に算出した.

本推計では,道 路交通センサスに記載されている道路を幹線道

路,そ れ以外の道路を細街路とした.幹 線道路については平日

休日それぞれについて昼夜間別の12時 間値として算出されるた

め,そ れらを合計して年間値を推計した.な お昼間は7時 から

の19時,夜 間は19時 から翌朝7時 までを表す.細 街路につい

ては,自 動車輸送統計より年間走行量を求め,こ れを365で 割

ることにより1日 あたりの走行量,EC排 出量を求めた.以 下に

詳細を述べる.

2.1.1　幹線道路における排出量推計

幹線道路からの排出量はFig.1に 示したような方法で推計し

た.

Fig. 1 Flow chart of emission estimate from trunk roads

まず平成11年 度道路交通センサスの平 日お よび休 日の昼夜別

交通量表から車種 別に交通量,区 間距離,旅 行速度などの値を

抽出した.次 に,こ れ らの値を国立環境研究所か ら提供を受け

た3次 メッシュにおける路線別区間長のデータを利用 して各 メ

ッシュに配分することで,路 線別のメッシュ交通量を求めた.

この区間長および交通 量に,環 境省報 告書から得た旅行速 度別

DEP排 出係数6)を 乗 じて,DEP排 出量を算出 した.さ らに,各 メ

ッシュに含まれ る全路線の寄与を足 しあわせ,メ ッシュ別,車

種別のDEP排 出量 として整理 した.こ こで,DEPの 排出係数は

Table 1に示す4車 種別 のパラメータと式(1)の 排出係数算 出式か

ら算出した。

(1)

Table 1 Parameters in estimate of emission factor of DEP 6)

こうして得 られたメッシュ別,車 種別DEP排 出量に(財)石

油産業活性化センター,Japan Clean Air Program(TCAP)の 報告

書7)に記載 されているディーゼル車両の10・15モ ー ドにおける

PM成 分分析結果から,大 型車 と小型車それぞれのDEP中 のEC比

率を算出 し(Table 2),こ れを乗 じることによってECの 排出最を

メッシュ別,車 種別に算出 した.こ れ をすべての車種について

足 しあわ せると,各 メッシュにおけるECの12時 間排出量が求

められる.

Table 2 Ratio of EC in DEP

次にこの12時 間排出量から年間排出量を求める方法について

述べる.本 推計では,松 橋 ら8)と同様に、1年 の休 日が 日曜 ・祝

揖のすべてと土曜 日の半分を合わせた もの と仮定 してその平均

値として年間95日,残 りの270日 を平日と設定 し,そ れぞれの

排出量を合計 して年間排出量を求めた.そ の結果をTable 3に 示

す.

Table 3 Annual EC emission from trunk road by car type (t)
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Fig. 2 Flow chart of emission estimate from branchy roads

2.1.2　 細街路における排出量推計

細街路か らの推計は,Fig.2に 示す流れで行った.ま ず平成12

年度 自動車輸送統計の車種別 の燃料 使用量,燃 費な どの値か ら

関西地域での年間全走行量を算出 し,こ れか ら先の項で求めた

幹線道路での走行量を引 くことで,関 西地域 での細街路走行量

を求めた.そ の後,細 街路では旅行速度が不明 であるため,既

存研 究9)を参考に し,細 街路はすべての路線で平均の旅行速度が

25km/hで あるとして排出係数を与え,幹 線道路 と同様にEC排

出量を算出 した.な お,細 街路の旅行速度に関 しては,±5Km/h

の範囲で感度解析 も行ったが,対 象領域の総排出量として-5.0

～7 .6%の 変化にとどまったため,排 出係数に与える影響は小 さ

い と判断 した.な お細街路での走行量の時間帯ごとの割合は今

回対象 とした関西の幹線道路の平均値 と等 しいものと仮定 し推

計 した.算 出された細街路での排出量をTable 4に 示す.

Table 4 Annual emission from branchy road (t)

細街路からの排出量は,関 西地域全体での燃料消費量を基に

推計を行ったため,走 行量が地理的情報 を全 く持 っていない.

そこで本研究では,細 街路における走行量は 自動車を利用する

人口に比例すると仮定 し,走 行 量を平成12年 度国勢調査10)から

得た人口データによる重み付けで3次 メッシュ上に按分 した,
一例 として

,平 日昼間の推計結果をFig.3に 示す.

Fig. 3 Distribution of EC emission from branchy road (g/ 12h,

weekday, daytime)

2.2　 船舶か らの排出量推計

船舶による排出量推計は,化 学物質排出把握管理促進法にお

けるPRTR制 度の中で行われている船舶による排出量調査11)の平

成13年 度報告書の中で算出 されている全国港湾種別年間燃料使

用量を基に推計を行った.こ れと平成12年 度港湾統計12)のデー

タを用いて,全 国港湾種 別燃料消費量を求めた ものをTable 5に

示す.

Table 5 Annual fuel consumption in each type of ports (t)

次に船舶の燃料使用量は港湾種別船舶入港 トン数に比例する

として,平 成12年 度港湾統計の,全 国と関西地域 における入港

トン数の比(Table 6)か ら関西地域での燃料使用量を算出 した.

船に用いられる燃料は重油の中で も,発 熱量が高いC重 油が
一般的である.独 立行政法人石油天然ガス ・金属鉱物資源機構

(JOGMEC)に よると,重油の 単位発熱量は10000-11000(kcal/kg)13)

であるため,本 研究ではC重 油の単位発熱量を11000(kcal/kg)

と設定 した.こ れから船舶輸送に関す る全発熱量を算出し,こ

れに単位発熱量あた りのEC排 出係数2.28×10-5(t/MJ)14)を 乗

じることで関西地域でのEC排 出量を推計 した.計 算結果をTable

7に 示す.

2.3　 固定発生源か らの排出量推計

固定発生源からの排出量は大気汚染物質排 出量総合調査(MAP

調査)15)のばい じん排出量の値を基に推計 しているため,最 終的

なEC排 出量は年間値 として推計 した.
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Table 6 Annual amount of arrival at the port in Kansai from other

ports in Japan (10 6 t) 12)

Table 7 Annual EC emission from ships (t)

著者 らは平成11年 度MAP調 査の使用許可を得て,調 査結果か

らばいじん排 出量,施 設別使用燃料種,3次 メッシュコー ドを抽

出した.こ のばい じん排出量と,Bond et al.16)に よるEC排 出

係数算定パ ラメー タを整理す ることによ り得 られた,使 用燃料

種別のPM中 微小EC粒 子存在割合(FEC)を 乗 じることにより,

固定発生源からのEC排 出量を推計 した.燃 料消費部門ごとのFEC

の値をTable 8に 示す.

Table 8を 元にして,固 定発生源からの燃料 種別EC排 出量を整

理 したものをTable 9に 示す.Table 9で は各燃料種 と,本推計で

用いたBond et al.16)のPMに 関する排出係数(EE_PM)お よび燃

焼技術(technology)を 併 せて示 している.こ れよ り全燃 料種の

合計では年間203(t)の 排出量と推計された.都 市ガス,コ ーク

ス炉ガスな どの気体燃 料は,単 位燃 料消費量当た りのEC排 出量

は小さなものであるが,燃 料消費量が多いために固定発生源全

体の25%程 度を占めるとい う結果になった.

GISを 用いて固定発生源からの排出分布を作成 した ものがFig.

4で ある.後 に詳細に分析するが,固 定発生源からのEC排 出量

は自動車からの排出量に対 して3%で ある.し かしメッシュ別

に見ると固定発生源か らの排出量が大 きな割合を占めているメ

ッシュもあり,一 部の地域では影響が非常に大きい.

Fig. 4 Distribution of EC emission from stationary sources (g/ y)

Table 8 Fraction of EC in the total particulate matter 16)

Table 9 Annual EC emission by the types of fuels (kg)
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2.4　 EC排 出構造分析

2.4.1　 既存研究との排出量の比較

本研究で対象とした,各 発生源か らの排出量及び排出寄 与率

はTable 10の 通 りであ り,関 西2府4県 におけるEC粒 子の年間

排出量は6.62×10 3(t)と なった.そ の中で も,幹 線道路および

細街路からの排出を合わせた自動車からの排出量が全体の92%

を占める結果になった.Table 10に は兼保ら17)による関東地域を

対象 に行われた既存研 究 と比較 した結果(Former Study)も 挙げ

ているが,関 西地域では細街路の割合がやや高く,固 定発生源

の割合が小 さいとい う結果になった.全 体的には各発生源の寄

与について同程度の割合を示 してお り,本 研究における推計手

法は妥当ではないかと考えている.

関西地域でECの 排出量を推計 したものとしては,濱13)に よる

研究例がある.こ の研究ではECの 発生源 として自動車のみを考

慮 してお り,排 出量は3.0×10 4kg/dayで あると報告されてい

る.本 推 計では1.8×10 4kg/dayで あるため,推 計結果の相違

は小 さくないが,濱 による排出量推計の領域が本研究の領域 よ

り2割 程度大きいことや,こ の報告において,こ の推計値を用

いてシミュレーションを行い求めた関西における空間分布が,

やや過大評価であると考察 していることを考慮すると,本 推 計

が過小評価 とは判断 することは難 しい.

一方,東アジア排出インベン トリ(EAGrid2000-Japan)19)で は,

日本においてもメッシュ別PM2 .5排出量が算出されているが,本

研究で対象としたメ ッシュにおけるEAGrid2000-Japanの 自動車

起源PM2.5排 出量の推計値は9065t/yで あった.自 動車か ら排出

されるPMは ほぼPM2 .5であると考えることができるが,自 動車起

源のPM2.5の中に含まれるECの 割合は,Table 2に 示 したとお り

約70%で あるので,こ れをEAGrid2000-Japanの 推計結果に乗 じ

ると約6300t/yと なる。この推算より,本 研究の自動車か らの

EC排 出量の推計結果である6073t/yは 妥当な推計値であると考

えている.

Table 10 Annual EC emission by the source types (t)

2.4.2　 沿道起源EC排 出量の構造分析

2.4.1で 述べたようにEC排 出量の92%は 沿 道から排出であ

る.そ こで沿道か らの排出について詳細に検討する.

Table 3の 幹線道路のみの推計結果か らは,平 日と休 日の 日数

比を考慮すると,排 出強度(単 位時間あた りのEC排 出量)は 平

日より休 日の方が大きいことが分かる.車 種別にみて も,普 通

貨物車(Truck)以 外の車種では同様の傾向を示 している.普 通貨

物車については,昼 間に関 して逆の傾向を示 しているが,夜 間

では休 日の方が大きな排出強度 を示 している.ま たTable 4の 細

街路の推計結果についても同 じ傾向を示している.こ れは当該

時間帯における交通量の差によるためと思われるが,交 通セン

サス中の交通量デー タとの比較による詳細な検討は,今 後行い

たいと考えている。

次にTable 3とTable 4を 整理し,車種 別寄与率を求めた結果を

Table 11に 示す.全 体の77%を 普通貨物車(Truck)か らの排出が

占めるとい う結果にな り,EC濃 度の低減を図るには普通貨物車

に対 して何 らかの対策をとることが非常に重要であることが示

された.ま た,府 県別にEC排 出量を比較するとTable 12の よう

になった.地 域内に大都市を有 し物流量の多い大阪府や兵庫県

か らの排出量が全体の63%と 大きな割合を占めていることが分

かる.

Table 11 Contribution of each type of cars

Table 12 Annual EC emission by prefectures (t)

3.　関 西地 域 にお け るEC大 気 濃 度分 布

3.1　 シミュレーシ ョン概要

本研究では,前 項で述べた排出インベン トリを用いた大気輸

送計算を行い,関 西地域におけるEC粒 子の空間分布の推定を行

った.た だし船舶か らの排出に関 しては海上での航路の推定が

困難であったため分布は得 られてお らず,ま た排出量はTable 10

のとおり総ECの5%と 少ないため,大 気輸送計算の入カデータ

にも加えていないが,空 間分布の定量的評価に大きな影響を与

えないと考えている.

本研究で採用 した大気化学輸送計算モデルは,気 象モデル

MM5ver.3 20)(以 後MM5と 記述)お よび大気 化学輸送モデル

CMAQ4.5.1 21)(以後CMAQと 記 述)である.特 にCMAQに ついては,

気象モデルRAMSと 連携 させたシミュレーションが,そ の対象領

域をアジアスケール としたものを中心 として行われていること
22,23)
,ま たCMAQモ デルの概要についても既報24)に詳 しいことを

考慮 し,本 稿ではモデルシステムの詳細については省略する.

3.2　 計算手法 ・条件

本研究では,春 期,夏 期,秋 期,冬 期から各期76時 間,2005
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年4月4日17:00～7日21:00,8月1日17:00～4日21:00,11

月7日17:00～10日21:00,お よび2006年1月8日17:00～11

日21:00の3日 間,降 雨の観測 されなかった期間を選択してシ

ミュレーシ ョンを行 った.こ れは,大 気輸送解析 を単純化す る

ことで推計排 出量の定量的評価を単純 にしようと考えたためで

ある.

解析 の対象 領域 としては,前 項の排出インベン トリで考慮 し

た近畿2府4県 を包括す る領域をとりあげ,東 経135.37°,北

緯33.61° を中心とした,ラ ンベル ト正角座標系による投影面に

よる解析 を行い,水 平方向には投影面における3次 メッシュ格

子の東西方向距離である1.19km四 方の正方格子系を設定 し,東

西に178,南 北に219の 格子を設定す る,空 間解像度の高いシ ミ

ュレーションを行った.鉛直方向の層分割は 上空10000mま でを,

MM5で は最下層厚 さ100m,最 大層厚 さ500mの23層,CMAQに お

いては最下層厚 さ100m,最 大層厚 さ2000mの14層 に区分 した.

ECの 排出源は,こ の領域外に も存在 し,こ れを考慮するため

にはJCAPII 23)で行われているよ うに ネスティングを行 うことが

必要であると思われ るが,計 算機 の リソースの制約があり,本

解析 では行なわなかった.

MM5に よる気象場の再現においては,NCEPのGRIBデ ー タ

Final Analysis(ds083.2)と 観 測 デ ー タSurface and Ship

data(ds464.0)お よびUpper Air data(ds353.4)を 入力として計

算を行なった.気 象庁の観測 直等のデータ同化は行っていない.

上記の格子系における風速や気温分布を1時 間値 として求めた

ものを保存 しておき,CMAQの 人力ファイル とした.

本研究で構築 した3次 メッシュ別のEC排 出量は,1時 間値に

換算後CMAQの 計算の格 子系に合 うように面積按分 し,さ らに沿

道からのEC排 出が支配的であることからづべ て最 下層から排出

されると考えて,CMAQの データフォー マ ッ トであるnetCDF形 式

に変換 した.本 研究では,前 節で推計 されたインベン トリは,

平 日,休 日別,ま た昼夜別に整理 されて大気輸送計算 の入カデ
ータとなる.これ らの一例についてGISで 可視化 した結果をFig.

5～8に 示す.

CMAQの オプションとしては,移 流 ・拡散についてはディフォ

ル ト値を基本として,PinG(Plume in Grid)や ガス ・エアロゾル

の化学反応,雲 内プロセスを外 して計算を行った.な お本研究

では,各 計算期間 とも領域全体で濃度を0と して計算を開始 し,

24時 間の 予備計算の後,計 算値を結果として取 り出 した.

3.3　気 象モデルMM5の 再現性

CMAQに よる計算を行 う前に,入 カデー タとして必要な気象デ

ータをMM5に より計算 し,計 算値 と観測値を比較することでMM5

のモデルパフォーマンスの検証を行った.観 測値は,京 都府宇

治市にある京都大学宇治キャンパス屋上(地 上18m)に て観測

している気象観測データの うち,当 該期間の気温風速および気

温のデータを抽出した ものを用いた.比 較結果をFig.9お よび

Fig.10に 示すが,気 温については,ほ ぼ観測値 と合致してお り,

また風速 についてはピーク出現時刻のズレや過大評価 となって

いる時刻もあるが,概 ね良好な結果と考えられる.

Fig. 5 Distribution of total EC emission in Kansai area (g/ 12h, weekday,

daytime)

Fig. 6 Distribution of total EC emission in Kansai area (g/ 12h, weekday,

nighttime)

Fig. 7 Distribution of total EC emission in Kansai area (g/ 12h, holiday,

daytime)

Fig. 8 Distribution of total EC emission in Kansai area (g/ 12h, holiday,

nighttime)
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(a) Apr. 4～7

(b) Aug. 2～5

(c) Nov. 7～10

(d) Jan. 7～10

Fig. 9 Comparison of wind speeds between calculated values by MM5

and observed in Uji

(a) Apr. 4～7

(b) Aug. 2～5

(c) Nov. 7～10

(d) Jan. 7～10

Fig. 10 Comparison of temperature between calculated values by

MM5 and observed in Uji
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3.4　 CMAQに よる計算結果お よび観測EC濃 度 との比較

次に今回推計 したEC排 出インベン トリを用いて,MM5お よび

CMAQに より3.2で 述べた4期 悶において関西地域における大気

輸送計算を行 った.計 算期間の一例 として,8月 の計算期間にお

ける1時 間値を平均 したものをFig.11に 示 した.名 神高速道路

や国道1号 を中心 とす る 主要道路近傍で高濃度 となっており,

これは,排 出量分布 と同 じ傾向を示 している.

Fig. 11 Averaged concentration of EC in August (ƒÊ.g/ m 3)

次に,シ ミュ レーシ ョンの定量的評価のために,実 観測デー

タと計算値の比較を行った.京 都大学宇治キャンパス5階(地 上

15m)に 設 置されてい る,日 本サーモエレク トロン社製ブラック

カーボンモニターModel 5012に おいては,サ イクロンによる分

級で2.5μm以 下のEC粒 子濃度が1時 問値 として継続的に測定

されている.本 研究では,こ のデータを計算値 との比較に使用

した.

モデル による地 上(量下層)に おけるEC濃 度の計算結果を宇治

市における観測値と比較 した結果を,Fig.12に 示す.4月,11

月,お よび1月 はかなりの過小評価 となっている.一 方8月 に

ついては若干過小評価 とはいえ,計 算期間 平均値 としてはまず

まずの値 といえるが,時 間変動に関 しては追随できない点 も存

在 している.以 下この原因について考察を行った.

a)解 析 領域外の影響

本研究では,推 計を行った関西2府4県 からのみECの 排出が

あるとし,領 域端での境 界条件にっいて,領 域外か らの流入分

を考慮に入れていない.そ のため,後 方解析線を解析すること

で領域外からの寄 与について検討 した.Fig.13に,ア メ リカ海

洋大気庁(NOAA)のHYSPRIT 25)による宇治市の地上500m、1000m、

2000mを 出発点 とし,各 期間計算開始直後の2005年4月6日

00:00JST,8月3日00:00JST,11月9日00:00JST,お よび2006

年1月9日00:00JSTの それぞれから72時 間前までの気塊の軌

跡を示す.8月3目 以外では汚染気塊が中国北部か ら東シナ海,

もしくは朝鮮半島を経由 し関西に至る経路を輸送 されてきてい

る.中 国におけるEC排 出量は,D.G.Streetset al.26)では1995

年において1.34×10 6 t/yと 推計されてお り,気 塊の輸送経路 を

考慮すると,中 国大陸で排出されたECの 関西地域への寄与は無

視できないものと予想 される.従 って8月 期以外のシ ミュレー

ション,特 に4月 期および1月 期の計算結果がかな りの過小評

価 となっているのは,今 回の解析領域外の寄与を考慮に入れて

(a) Apr. 5～7

(b) Aug. 2～4

(c) Nov. 8～10

(d) Jan. 8～10

Fig. 12 Comparison of EC concentrations between calculated values

by CMAQ and observed in Uji
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(a)
NOAA HYSPLIT MODEL

Backward trajectories ending at 15 UTC 05 Apr 05
FNL Meteorological Data

(b)
NOAA HYSPLIT MODEL

Backward trajectories ending at 15 UTC 02 Aug 05
FNL Meteorological Data

(c)
NOAA HYSPLIT MODEL

Backward trajectories ending at 15 UTC 08 Nov 05
FNL Meteorological Data

(d)
NOAA HYSPLIT MODEL

Backward trajectories ending at 15 UTC 08 Jan 06
FNL Meteorological Data

Fig. 13 Representative back trajectories on

(a): Apr. 6, 2005, 00: 00 JST, (b): Aug. 3, 2005, 00: 00 JST,

(c): Nov. 9, 2005, 00: 00 JST, (d): Jan. 9, 2006, 00: 00 JST

いないことが主要な原照と考えられ,今後中国大陸を含む東アジ

アにおける排出量推計と大気輸送解析を合わせて行うことが必

要であると考えられる.

b)風 速場の推定誤差

3.3で 検証 したように,MM5に よる気象場推定はまずまずの結

果と考えられるが,特 に推定風速場については,変 動パターンや

ピーク風速を再現できなかった時刻が存在 した.本 解析 では,MM5

の入力データとしてNCEPの 客観解析デ ータのみを使用 してお り,
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観測データによるデータ同化は行っていない.本研究では,関西

地域全体の推定風速場についての検証は行っていないが,特に排

出星の多い都市域近郊や主要幹線道路沿道における風速場の推

定が適当でなかったことが考えられる.今後多地点で気象要素の

パフォーマンスチェックを行い,この点について検討したいと考

えている,

c)計 算条件の設定

本解析では燃焼起源の固定発生源および沿道由来の移動発生

源とも,最下層本研究での排出源をすべて最下層(地上0～100m)

から排出すると考えて計算したが,そ のためにCMAQで 乾 性沈着

量が過剰に評価された可能性も考えられる.

今回,計 算領域全体における乾性 沈着速度およびフラックスの

評価は行っていないが,今 回使用 した乾性沈着モジュールは

CMAQの 標準 となってい る2nd generation CMAQ aerosol

deposition velocity routilleであり,ECの92%が 沿道起源で

あることを考慮すると,今回の排出源高度設定により乾性沈着量

を過大評価し,大 気中EC濃 度を過小評価したとは考えにくい。

ただし,排出量総量に占める割合が小さいとはいえ,燃焼施設か

らのECは 最下層以外からも排出される.こ の排出源高度の設定

方法について,今 後検討を行う必要があると思われる.

また,本解析では鉛直方向の層分割について詳細な検討を行っ

ていないが,最下層の層厚が100mと 設定したため,ECの 観測地

点の濃度を評価できていない可能性も考えられる。これについて

も,特 に下層の層厚設定について検討する必要がある.

d)推 計に使用したデータ

本研究においては,幹線道路からの排出量推計における基礎資

料として,平 成11年 度版交通センサスを用いている.推計で使

用した統計が必ずしも最新でなかったこと,特 にEC排 出量に大

きな影響を持つ幹線道路からの排出量および排出分布が変化し

たことの影響が考えられる.

最新の平成17年 度版道路交通センサス27)では,関 西の交通状

況の変化として,1)貨物車の減少,2)高 速道路における平均交通

量の減少,3)夜 間交通量の減少,4)全 道路平均での旅行速度が減

少していること,5)細街路が含まれる人口密集地域における旅行

速度は 上昇していること,が挙げられている。今回,平 成17年

度版を用いた排出最推計と本推計との比較は行なっていないが,

これについては今後交通量データを更新し,ま たTable 1の排出

係数算出のパラメータを最新の知見に基づいて見直すことで,そ

の排出総量および空間分布について比較・検討することが課題と

して残っている.

リスク評価のためには,濃度の詳細な時間変動情報が必ずしも

必要であるとは限らないが,本シミュレーションのように大気環

境情報としてのECやPM濃 度の1時 間値を求めようとすると,排

出源 情報についても対応した時間解像度のデータが必要になる.

雛 計では,使 用した統計資料が交通センサスの12時 糊交通量

や年間燃料消費量などを元に計算し,それを単純に1時 間値に換

算することで排出量デー タを入力 してお り,排出量の時間変動に

ついて十分な議論ができなかった.これについても適当な代理指

標を探索 し,排出量の時間変動による影響を検討 する必要がある.

4.　ま とめ

本研究では,平 成11年 度における関西地域における元素状炭

素の排出最を推 計し,またこの排出最を気象モデルMM5お よび大

気化学輸送モデルCMAQか らなるモデルシステムに入力すること

により,EC濃 度分布の推定を行った.ま たその結果 と実測結果

とを比較することにより,排出インベン トリの精度の評価を試 み

た.

排出最推計 においては,主要幹線道路に加 え細街路か らの排出

およひ燃焼施設か らの排出を考慮に入れ,さ らに船舶か らの排出

量も推計した.そ の結果,関 西2府4県 におけるEC粒 子の排出

最は6.62×10 3(t)であった.排 出強度は平日より休 日の方が大

きく,こ れは交通量の差によるものと考えられ る.ま た,総EC

排出量において,沿 道起源の排出量が全体の約92%を 占める結

果 とな り,特に普通貨物車からの寄与が大きいことが明 らかにさ

れた.

この構築 されたインベン トリと大気化学輸送モデルを用いた

シミュ レーションにおいては,ほ ぼ計算領域か らの排出が支配的

と考えられ る夏期においては,定 量的に若干の過小評価といえる

程度の計算結果が得 られた.ただし,詳細な時間変動については,

高い時間・空間解像度の元でのシミュレーションであることもあ

り,追 随できない点が存在 した.一 方,冬 期や春期におけるシミ

ュレーションでは計算値が過小評 価 となったが,これは大きな排

出源である大陸からの寄与が大きいためと考えられた.ま た,本

推計では排出源高度の設定についてすべてが最下層からの排出

と考えたが,燃焼施設の排出源高度について詳細な検討が必要で

ある.

今後は,交 通量データの更新を含めたインベ ン トリの改良,ネ

スティングを含めた解析領域の拡張 と,他の物質を含めた大気化

学輸 送解析を行い,日本の都市域における大気汚染物質の定量的

寄与の解析を行 う予定である.将 来的には,こ のモデルシステム

を発展させて,多 種の化学物 質を含んだ総括的なシ ミュレーシ ョ

ンを行い,健康 リスク評価のためのツールとして発展させていく

ことが望まれる.
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関西地 域 にお ける元素状炭素粒 子の排 出量推計 と大気濃 度分布推 定
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京都大学大学院エネルギー科学研究科,611-0011京都府宇治市五ヶ庄

本研究では,PMの 健康影響を評 画するための基礎データを構築するため,都 市大気中PM中 で多くの割合 を占めると考えられる元素

状炭素(Elemental Carbon;EC)に 着目し,関西2府4県 における排出量の推計と大気輸送モデルを周いた濃度分布推定を高い空間解

像度 の元で行った.元 素状炭素の排出源としては,自 動車(沿 道)か らの排 出に加え,船舶からの排出,お よび燃焼施設(固定発生源

からの排出量についても推計を行い,沿 道からの排出量については,幹線道路に加え細街路からの排出を考慮した.推 計は平成11年 度

について行い,3次 メッシュにおける排出量として整理した.こ の結果,関 西2府4県 における年間EC排 出量は6.62×10 3(t)と見積も

られた.排出構造分析の結果,沿道からの排出について,平日より休日の方が単位時間あたりの排出量が大きいことが明らかとなった。

また,総EC排 出量において,沿 道起原の排出量が全体の約92%を 占める結果となり,特 に普通貨物車からの寄与が大きいことが示され

た.

次にこの構築されたインベントリを入力として,気象モデル剛5と 大気化学輸送モデル(MAQか らなるモデルシステムを用い,各季節

から代表的な期間を選んで関西におけるECの 空間分布の推定を行った.観測データとの比較において,気 象モデルMM5は 一定のパフォ

ーマンスを示した.CMAQに よる大気輸送計算においては,ほ ぼ計算領域からの)排出が支配的と考えられる夏期において,実 灘 直と定量

的に岡程度の計算結果が得られたが,詳 細な時間変動については追随できない点も存在した.ま た他の季節のシミュレーションにおい

ては,大陸起 源の寄与が大きいと予想されるため過小評 価となった.今 回推 計した排出インベントリのさらなる検証のためには,ネ ス

ティングや排出源高度の設定を含めた,大 気輸送計算の条件設定について詳細な検討が必要であることが分かった.今 後は,多 種の化

学物質を含んだ総括的なシミュレーションを行い,健 康リスク評価のためのツールとして発展させていくことが望まれる.


